
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

車群走
行をするための車群走行制御システムにおいて、
　 車群の先頭車両

仮想的な目標車両を設定する手段と、この仮想的な
目標車両の 運動情報を後続の複数の追従車両に伝達する手段とを備え、
　 は、前記運動情報に基づいて自車両の車群走行制御を行う

　 車群走行制御システム。
【請求項２】
　前記各追従車両は、前記目標車両から何番目の追従車両であるかを検出する手段を備え
てなることを特徴とする請求項１記載の車群走行制御システム。
【請求項３】
　前記目標車両に追従する制御を行う制御ループに、直前の車両と自車両との車間距離に
対して非線形に変化するゲインを持つ制御ループを設けたことを特徴とする請求項１また
は２記載の車群走行制御システム。
【請求項４】
　前記目標車両に追従する制御を行う制御ループに、直前の車両と自車両との車間距離が
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実際の道路上で、１台の車両を複数の車両からなる車群を導く目標車両として設定し、
前記複数の車両が共通の前記１台の目標車両に追従して前記目標車両を基準として

前記 は、前記目標車両に関する位置および速度に代表される運動情報を
仮想的に作ることによってその前方に

前記
前記複数の追従車両の各々 構

成を有する、
ことを特徴とする



予め定めた最小車間距離に近づくにつれてゲインが指数的に増加して車間距離を指数的に
増加させるように制御する制御ループを設けたことを特徴とする請求項３記載の車群走行
制御システム。
【請求項５】
　前記追従車両は、前記目標車両からの目標車間距離と自車両の車長を車車間通信により
後続の追従車両に伝達し、
　該後続の追従車両は、直前の追従車両の目標車間距離と車長に基づいて自車両の目標車
間距離を決定し、この目標車間距離に基づいて自車両の走行制御を行うことを特徴とする
請求項１または２記載の車群走行制御システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は車群走行制御システムに係り、特に、道路上からの位置情報を利用して車線内を
自動走行する車群走行制御システムに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
レーダ、ＣＣＤカメラ、及びそれらの組合せにより、障害物を検出しながら前方障害物や
前方の道路状況等を認識し、自動運転する技術の開発が進められている。
【０００３】
一定の条件下での自動走行は、例えば工場内の自動搬送車等で既に行われている。
【０００４】
この自動搬送車は、走行経路上に一定間隔で配列された磁気マーカや光学マーカを検出し
ながら走行経路上を一定の低速度で走行する。このような自動搬送車は、通常時速１０ｋ
ｍ前後の極低速で走行する。
【０００５】
一方、近年、高速道路上における渋滞の緩和や事故の低減および運転手の疲労を軽減する
ために、自動走行制御システムの検討が行われている。
特に、車群走行制御と呼ばれる複数の車両（車群：プラトーン）を群走行させる自動走行
制御システムが注目されている。
この自動走行制御システムでは、複数の車両が極小の車間距離、例えば５～６ｍで追従し
て走行するので輸送効率等が極めて良好になる。
【０００６】
この車群走行制御の基本として、前記自動搬送車で採用されていた自動走行制御システム
を適用することが考えられる。
【０００７】
【発明が解決しようととする課題】
しかし、前記自動搬送車の制御手法は極低速で走行するための制御手法であり、時速６０
～１００ｋｍ程度の高速で自動走行するための一般車両用の自動走行制御には、あまり適
していない。
【０００８】
また、車群走行をさせるためには、これに対応した特殊な制御を用いなければ車群の各車
両間隔が乱れるという問題がある。特に、車群後尾付近では制御遅れが累積して車間維持
精度が低下する問題がある。高速走行において、上記問題の解決は重要である。
【０００９】
本発明は、かかる背景に鑑み、一定の条件下の道路、特に車線毎に車両の走行経路上に磁
気情報源（マーカ）等が配列された自動走行用道路上で、車群走行を安定に行うことがで
き、特に速度制御をスムーズに安定に行うことができる車群走行制御システムを提供する
ことを目的とする。
【００１２】
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【課題を解決するための手段】



　本発明の車群走行制御システム

ことを特徴とする。
　追従目標とする仮想車両を仮想的に作り出し、先頭車両はこの仮想車両の運動情報を後
続車両に無線通信で伝達するものである。
　このような特徴を有する本発明では、先頭車両と追従車両が入れ替わってもシステム的
には殆んど変更がなく、仮想的な目標車両を設定してこの仮想車両の運動情報を追従車両
に逐次通信することにより、車群走行を継続することができる。
【００１３】
また、本発明の車群走行制御システムでは、各追従車両は、目標車両から何番目の追従車
両であるかを検出する手段を備えてなることを特徴とする。
各後続の追従車両は、車群中の追従順位を無線通信等に基づいて検出する。
このような特徴を有する本発明では、追従順位を予め決定することを不要とすることがで
き、さらに車群走行中に他の車両が割り込んで車両の追従順位が入れ替わっても、車群走
行を継続することができる。
【００１４】
また、本発明の車群走行制御システムでは、目標車両に追従する制御を行う制御ループに
、直前の車両と自車両との車間距離に対して非線形に変化するゲインを持つ制御ループを
設けたことを特徴とする。
例えば、目標車両に追従する制御を行う制御ループに、直前の車両と自車両との車間距離
が予め定めた最小車間距離に近づくにつれてゲインが指数的に増加して車間距離を指数的
に増加させるように制御する制御ループを設ける。
このような特徴を有する本発明では、車群走行中の任意の車両が制御を逸脱した場合にお
いても、車群走行自体を中止することなく、正規の位置に復帰してもなお車群走行を継続
することができる。
【００１５】
また、本発明の車群走行制御システムでは、追従車両は、目標車両からの目標車間距離と
自車両の車長を車車間通信により後続の追従車両に伝達し、該後続の追従車両は、直前の
追従車両の目標車間距離と車長に基づいて自車両の目標車間距離を決定し、この目標車間
距離に基づいて自車両の走行制御を行うことを特徴とする。
車車間通信により、追従車両は目標車間距離及び自車両の車長のデータを送信し、他の追
従走行車両はこのデータを受信して自車両の車群走行制御を行うものである。
このような特徴を有する本発明では、車長の異なるトラック、軽自動車等、普通乗用車等
の異種の車両を混合させて車群走行を行うことができる。
【００１６】
【発明の実施の形態】
本発明の車群走行制御システムの一実施形態を図面に基づいて説明する。
【００１７】
まず、本実施形態のシステムの概要を説明する。
図２を参照して、本実施形態の自動走行車Ａは、道路（走行路）の中央の走行経路Ｂ上に
、例えば１００～１０００ｍの一定間隔で経路マーカとしての磁気情報源（磁気ネイル）
Ｃが埋め込まれた自動走行用道路上を、磁気情報源Ｃを検出しながら自動走行を行うもの
である。
そして、自動走行車Ａの前方に前走車（図２では図示せず）が在る場合（即ち、自動走行
車Ａが追従車両である場合）には、その前走車との間に所要の車間距離を維持しつつ追従
自動走行を行うものである。
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は、実際の道路上で、１台の車両を複数の車両からなる
車群を導く目標車両として設定し、複数の車両が共通の１台の目標車両に追従して当該目
標車両を基準として車群走行をするための車群走行制御システムにおいて、車群の先頭車
両は、上記目標車両に関する位置および速度に代表される運動情報を仮想的に作ることに
よってその前方に仮想的な目標車両を設定する手段と、この仮想的な目標車両の運動情報
を後続の複数の追従車両に伝達する手段とを備え、複数の追従車両の各々は、上記運動情
報に基づいて自車両の車群走行制御を行う構成を有する



この場合、路側には情報提供設備としての漏洩同軸ケーブル（ＬＣＸケーブル）Ｅが設置
され、この漏洩同軸ケーブルＥと自動走行車Ａとの間で自動走行に必要な情報が送受信さ
れる。
また、前走車と追従車両（後続車両）との間で自車両の走行状態を示す情報が車車間通信
により相互に送受信される。
【００１８】
このような自動走行を行う本実施形態の車群走行制御システムの構成を図１に示す。
【００１９】
図１を参照して、本実施形態では、通信モジュール１と、制御計画モジュール２と、車両
の横方向（操舵方向）制御モジュール３と、車速制御モジュール４とがそれぞれに信号処
理装置（ＣＰＵ）を具備したモジュールとして各車両に搭載されている。
また、各車両には、車両の横方向（操舵方向）の角速度を検出するヨーレートセンサ５と
、磁気情報源Ｃを検出する磁気センサ６（マーカ検出センサ）と、車輪の一回転毎に（車
輪の一回転に相当する走行距離毎に）パルスを出力する車輪パルスセンサ８と、車両の前
後方向の加速度を検出する前後加速度センサ９と、前走車や前方障害物の検出すると共に
それらの物体までの距離を検出するレーザレーダ１０とが備えられ、それらの検出データ
が適宜、前記モジュール１～４に供給される。
なお、図１中の目標車（目標車両）は、図１中の追従車（追従車両）の前走車でもあり、
図１は前走車と追従車のシステム構成をも示している。
【００２０】
磁気センサ６は、図２に示すように車両の前側バンパ下部と後側バンパ下部とにそれぞれ
設けられている。そして、それらの各磁気センサ６は、単にその下方の磁気情報源Ｃを検
出するだけでなく、この磁気情報源Ｃの中心から左右約４５ｃｍの範囲で該磁気情報源Ｃ
に対する磁気センサ６の横方向（車幅方向）の位置を、該磁気情報源Ｃに対する車両の前
後部の横方向の位置として検出する。
【００２１】
これらのセンサ５，６，８，９及びレーザレーダ１０の検出データが供給される前記各モ
ジュール１～４は、次のような機能を有する。
【００２２】
通信モジュール１は、漏洩同軸ケーブルＥとの間での路車間通信及び車々間通信を行う通
信手段としての機能を有するものであり、それぞれの通信を車両に備えたアンテナや送受
信器から成る通信機器７，１１を介して行う。
【００２３】
路車間通信では、漏洩同軸ケーブルＥからは、車両の走行エリアにおける速度指令情報や
、道路の曲率情報、渋滞情報、緊急メッセージ情報等が送信され、車両側からは自車両の
ＩＤナンバーが送信される。このＩＤナンバーにより、漏洩同軸ケーブルＥ側では各車両
の走行位置を把握することができる。
そして、通信モジュール１は、受信した速度指令情報等を制御計画モジュール２に供給す
る。
【００２４】
車車間通信では、前走車と追従車との間で、各車両において後述のように把握される走行
経路Ｂ上の車両の時々刻々の走行位置（走行距離）、速度（車速）、前後加速度及び後述
の速度計画等を示すデータが相互に送受信される。そして、それらのデータは、各車両に
おいて、通信モジュール１から制御計画モジュール２に供給される。
【００２５】
また、通信モジュール１は、走行経路Ｂ上における自車両の走行位置を認識する走行位置
認識手段としての機能も有している。
【００２６】
本実施形態では、次のように走行位置を認識する。
本実施形態の自動走行車は基本的には磁気情報源Ｃが配列された走行経路Ｂ上を走行する
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ので、走行経路Ｂ上における車両の走行距離が走行経路Ｂ上における車両の走行位置を示
すものとなる。
そこで、通信モジュール１は、走行経路Ｂ上での走行を開始してから磁気センサ６により
検出される磁気情報源Ｃの検出回数をカウントし、その検出回数に磁気情報源Ｃの一定間
隔を乗算してなる距離を走行経路Ｂ上における車両の走行距離として把握する。
但し、車両が走行経路Ｂから逸脱して磁気情報源Ｃの検出を逃す場合もあり、このような
場合には、車輪パルスセンサ８の出力に基づいて走行距離を把握する。
そして、このように把握した走行距離により、車両が所持する走行経路Ｂの地図データ上
で車両の走行位置を認識してそれを制御計画モジュール２に供給する。この場合、走行経
路Ｂの地図データは、磁気情報源Ｃの点列データとして表され、これは、予め車両の記憶
装置に記憶保持してもよいし、漏洩同軸ケーブルＥ等との通信によって外部から所定の走
行区域毎に受信するようにしてもよい。
【００２７】
なお、本実施形態では、走行経路Ｂ上の磁気情報源Ｃは、５００ｍ間隔で磁気極性を反転
してなるビット情報が設けられており、磁気センサ６によりこのビット情報の検出が行わ
れる毎に、５００ｍの間隔を基準として走行距離の修正が行われる。例えば、走行距離が
５００ｍの整数倍となるように修正する。
【００２８】
制御計画モジュール２には自動走行スタートスイッチ１２が接続され、この自動走行スタ
ートスイッチ１２のＯＮ操作に応じて自動走行のための情報の作成を開始する。
自動走行スタートスイッチ１２がＯＮされた車群の各車両は、図４（ａ）に示すように、
車群走行を行う場合の基準となる目標車両を特定する。先頭車両を目標車両に設定した場
合を例示している。この目標車両は、車群走行を行う前に予め決定しておいてもよい。
また、図４（ｂ）のように、車群の先頭車両が、車載されたレーダやカメラ等のセンサか
らの情報によって直前に走行している車両を測定して、目標となる新たな目標車両を自動
的に変更することも可能である。この機能により、車群を構成する車両の数を自動的に追
加していくことができる。このとき、目標車両が車車間通信が不能な車両であっても、後
で説明するアルゴリズムにより目標車両となることができる。
更に、図５に示すように、車群の先頭車両が仮想的な目標車両を設定し、先頭車両が、仮
想車両の走行情報を、追従する複数の車両に対して車車間通信により伝達するようにして
もよい。
【００２９】
先ず、目標車両における車群走行制御の説明を行う。
特定された目標車両の制御計画モジュール２は、速度計画作成手段としての機能を有し、
漏洩同軸ケーブルＥから通信モジュール１を介して供給される車両の走行エリアに対応し
た速度指令情報に基づき、走行経路Ｂ上における車両の走行位置と速度との関係を規定す
る速度計画を作成する。この場合、漏洩同軸ケーブルＥから指示された速度に従うように
速度計画を作成する。
例えば、ある走行エリアで８０ｋｍ／ｈの速度指令が与えられたとき、車両の現在速度が
７８ｋｍ／ｈであれば、車両の速度を８０ｋｍ／ｈまで所定の加速度で増速（例えば２ｋ
ｍ／ｈずつ毎分増速）し、その後、８０ｋｍ／ｈの速度を維持するように速度計画を作成
する。
【００３０】
また、目標車両の制御計画モジュール２は、到達予定位置、予定速度の決定手段としての
機能を有し、上記のように作成した速度計画に基づいて、車両の現在の走行位置から予め
定めた所定時間ｔ（本実施形態では例えば１．５秒）後に到達すべき到達予定位置と、そ
の到達予定位置における車両の予定速度とを決定する。
例えば、車両の現在位置からの速度計画が８０ｋｍ／ｈ（２２．２ｍ／秒）の速度を一定
に維持するように作成されておれば、前記所定時間ｔ（１．５秒）後の到達予定位置は走
行経路Ｂ上を現在位置から３３．３ｍ進行した地点であり、また、その到達予定位置にお
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ける予定速度は８０ｋｍ／ｈである。
【００３１】
更に、目標車両の制御計画モジュール２は予測値算出手段、偏差算出手段及び前後加速度
修正量算出手段としての機能を有する。
【００３２】
予測値算出手段は、前記所定時間ｔ後の自車両の到達予測位置と予測速度とを求める機能
を有する。
到達予測位置は、通信モジュール１から供給される自車両の現在の走行位置（走行距離）
、現在の速度及び現在の加速度から演算により求める。
予測速度は、自車両の現在の速度及び現在の加速度から演算により求める。
【００３３】
この場合、本実施形態では、前記到達予測位置や予測速度を求めるための車両の速度は、
基本的には通信モジュール１から供給される車両の時々刻々の走行位置の最新の一階微分
値、すなわち単位時間当たりの走行位置の変化量により求める。
同様に、車両の加速度は、基本的には車両の時々刻々の走行位置の最新の二階微分値、す
なわち単位時間当たりの走行速度の変化量により求める。
そして、このように求めた車両の速度と加速度とを用いて到達予測位置と予測速度とを求
める。
但し、車両が走行経路Ｂから逸脱して走行位置を把握できなかったような場合には、車輪
パルスセンサ８の出力により把握される走行距離の単位時間当たりの変化量により検出さ
れる速度や前後加速度センサ９により検出される加速度を用いて到達予測位置と予測速度
とを求める。
尚、車両の速度は、速度センサを用いて検出してもよい。
【００３４】
偏差算出手段としての機能は、前述の速度計画に基づく所定時間ｔ後の到達予定位置と前
記到達予測位置との距離偏差（位置誤差）を求めると共に、速度計画に基づく所定時間ｔ
後の予定速度と前記予測速度との速度偏差（速度誤差）を求めるものであり、それらの算
出は減算演算により行われる。
【００３５】
前後加速度修正量算出手段としての機能は、上記距離偏差及び速度偏差に基づき、車両の
前後加速度修正量（車両の前後加速度を修正するための制御量）を作成するものであり、
本実施形態では、上記距離偏差及び速度偏差にそれぞれ所定のゲイン係数を乗算してなる
値を互いに加算することにより前後加速度修正量を作成する。
【００３６】
次に、追従車両における説明を行う。
追従車両側の制御計画モジュール２は、図３に示すように２次予測ブロック、目標車両の
２次予測ブロック、目標車両と自車両との間の所定時間ｔ後の予測車間距離及び予測相対
速度（速度偏差）、目標車間距離算出手段を有する。
ここで目標車間距離算出手段は、目標車の位置、速度及び追従順位ｉにより、目標車間距
離Ｌ t a r g e tｉを算出する。
また、追従車両側における目標車両の２次予測ブロックは、前記所定時間ｔ後の目標車両
の到達予測位置と予測速度とを求めるものである。目標車両の到達予測位置は、車車間通
信によって自車両の通信モジュール１を介して得られる目標車両の現在の走行位置（走行
距離）、現在の速度及び現在の加速度情報から自車両の場合と同様の後述の演算によって
求められる。
なお、目標車両の現在の速度や加速度は、車車間通信によって得られる目標車両の走行位
置のデータから、前述と同様に、該走行位置の一階微分値や二階微分値により求めてもよ
い。
【００３７】
追従車両側における予測車間距離算出手段は、前記所定時間ｔ後に予測される目標車両と
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の車間距離を求めるものであり、上記のように求められる目標車両の到達予測位置と自車
両において前述の如く求められる自車両の到達予測位置との距離差を演算することにより
、所定時間ｔ後の予測車間距離を算出する。
【００３８】
追従車両側における車間速度差算出手段は、前記所定時間ｔ後に予測される目標車両との
速度差を求めるものであり、目標車両の予測速度と自車両の予測速度との差を演算するこ
とにより、所定時間ｔ後の予測車間速度差を求める。
【００３９】
追従車両側における前後加速度修正量算出手段は、予測車間距離及び車間速度差に基づき
、車両の前後加速度修正量（車両の前後加速度を修正するための制御量）を作成するもの
であり、本実施形態では、上記予測車間距離を自車速度に応じた目標車間距離で調整した
ものに所定のゲイン係数（Ｋｐ）を乗算してなる値と、上記車間速度差に所定のゲイン係
数（Ｋｄ）を乗算してなる値とを互いに加算することにより前後加速度の修正量を作成す
る。
なお、この場合の目標車間距離は、目標車両の速度に応じて変化させなくてもよい。
【００４０】
次に、目標車両と追従車両の共通の機能の説明を行う。
目標車両と追従車両の両者の制御計画モジュール２は、車両の前後の二つの磁気センサ６
の出力（走行経路Ｂに対する各磁気センサ６の横方向の位置データ）に基づき、走行経路
Ｂに対する車両の現在の横方向の位置偏差や方向偏差（車両と走行経路Ｂとのなす角度θ
、図２参照）を求める。
また、制御計画モジュール２は、車両の現在速度や操舵量、漏洩同軸ケーブルＥから与え
られる道路の曲率情報等に基づき、前記所定時間ｔ後の車両の走行経路Ｂに対する横方向
の位置偏差や方向偏差を予測する。
これらのデータは、車両を走行経路Ｂに沿って走行させるための操舵制御に使用される。
【００４１】
制御計画モジュール２は、追従車両の場合は自車両の速度、前走車の速度、前走車までの
車間距離、前方道路形状や車線形状等のデータを表示装置１８や音声出力装置１７に出力
する。
【００４２】
制御計画モジュール２は、目標車両の場合は自車両の速度、追従車の速度、追従車までの
車間距離、前方道路形状や車線形状等のデータを表示装置１８や音声出力装置１７に出力
する。
【００４３】
なお、本実施形態では前記所定時間ｔを１．５秒に設定しているが、１秒～２秒の範囲で
設定することが好ましい。
【００４４】
横方向制御モジュール３は、制御計画モジュール２の出力結果（前述の横方向の位置偏差
や方向偏差等のデータ）に基づいて、車両を走行経路Ｂに沿わせるための操舵角の指示信
号を生成し、この操舵角指示信号により車両のステアリング操作伝達系に設けられたアク
チュエータ１４を制御する。
【００４５】
このアクチュエータ１４の制御により、ステアリングが自動制御され走行経路Ｂ（磁気情
報源列）に沿った走行が行われる。
【００４６】
車速制御モジュール４は、制御計画モジュール２により生成される前後加速度修正量に基
づき加速度指示信号を生成し、この加速度指示信号によりスロットル系に設けられたアク
チュエータ１５やブレーキ系に設けられたアクチュエータ１６を制御する。
【００４７】
この各アクチュエータ１５，１６の制御により、車両のスロットル系やブレーキ系が作動
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され、車両の加減速が行われる。
【００４８】
なお、車速制御モジュール４には、図示しないブレーキペダルの操作を検知するブレーキ
ペダルスイッチ１３が接続されており、このブレーキペダルスイッチ１３からの信号によ
りブレーキペダルが踏まれたことが検出された場合には、車速制御を解除する。
【００４９】
また、車速制御モジュール４は、レーザレーダ１０により前走車以外の障害物が検出され
た場合等、状況に応じてレーザレーダ１０の出力に基づき、ブレーキ量の制御を行う。
【００５０】
次に、本発明の車群走行制御システムにおける追従車両側の車群走行制御を、図３のブロ
ック線図を参照しつつ説明する。なお、図３と図６のブロック線図は、ブレーキ・スロッ
トル・アクチュエーターの作動による車両の走行状態の変化が図中のセンサにより検出し
て追従走行する制御を示しており、すなわちフィードバックループを備えている。
【００５１】
通信モジュール１により磁気センサ６の検出信号に基づいて求められた追従車両の位置Ｘ
ｉ（０）と、この位置Ｘｉ（０）から追従車両の速度Ｖｉ（０）（即ち、位置の一階微分
値）と、追従車両の加速度Ａｉ（０）（即ち、位置の二階微分値）とが、制御計画モジュ
ール２で計算される。
【００５２】
制御計画モジュール２内の追従車両の２次予測ブロックは、自車両の運動情報に基づいて
、所定時間ｔ後の到達予測位置Ｘｉ（ｔ）、及び所定時間ｔ後の予測速度Ｖｉ（ｔ）をそ
れぞれ次式（１），（２）により算出する。
なお、ここでは目標車両からｉ番目の追従車両の運動情報を推定する。
【００５３】
Ｖｉ（ｔ）＝Ｖｉ（０）＋Ａｉ（０）×ｔ　　　　　　　　　　　　……（１）
Ｘｉ（ｔ）＝Ｘｉ（０）＋Ｖｉ（０）×ｔ＋Ａｉ（０）×ｔ 2  ／２　……（２）
一方、制御計画モジュール２の目標車両の２次予測ブロックは、車車間通信モジュール１
により目標車両の運動情報を受信する。受信する情報は、目標車両の位置Ｘｏ（０）と、
目標車両の速度Ｖｏ（０）と、目標車両の加速度Ａｏ（０）である。
なお、先頭車両と目標車両が異なる場合には、先頭車両がレーダを用いて、目標車両の位
置Ｘｏ（０）と、速度Ｖｏ（０）と、加速度Ａｏ（０）を算出する。
ここで、所定時間ｔ後の目標車両の２次予測値をそれぞれ以下の如く求める。
Ｖｏ（ｔ）＝Ｖｏ（０）＋Ａｏ（０）×ｔ　　　　　　　　　　　　……（３）
Ｘｏ（ｔ）＝Ｘｏ（０）＋Ｖｏ（０）×ｔ＋Ａｏ（０）×ｔ 2  ／２　……（４）
従って、式（１）～（４）より、所定時間ｔ後の目標車両とｉ番目の追従車両との車間距
離Ｌｉ（ｔ）は、
Ｌｉ（ｔ）＝Ｘｏ（ｔ）－Ｘｉ（ｔ）　　　　　　　　……（５）
となる。
【００５４】
次に目標車両を基準として、ｉ番目の追従車両との間の目標車間距離Ｌ targetｉを以下の
式のように設定する。
Ｌ t a r g e tｉ＝Ｔ wi×Ｖｏ（０）＋Ｌ wi×ｅｘｐ｛－Ｋ×Ｖｏ（０）｝……（６）
Ｔ wi＝Ｔｓ×ｉと定義され、Ｔｓとは、各追従車両が直前車両の位置まで走行するのに必
要な時間である。
Ｌ wiとは、目標車両とｉ番目の追従車両との間の最小車間距離であり、Ｌ wi＝（ＣＬ＋Ｌ
ｃ）×ｉと定義する。Ｌｃは１台ごとの最小車間距離（固定値）であり、ＣＬは車両の車
長（固有値）であってこの車長は車種に応じて変化する値をとる。
Ｋは収束係数（通常は１～３の値）である。
なお、目標車両が、車車間通信が不能な自動走行車両である場合には、Ｔ wi＝Ｔ sr＋Ｔｓ
×（ｉ－１）と定義する。ここでＴ srは、車車間通信が不能なため、通常の車間距離より
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広くするために設定された時間である。
【００５５】
走行車両の車種を混合させて車群を形成したい場合には、車車間通信によって、お互いの
車長を付加して他車に通信する必要がある。この場合は、次の式の如くＬ t a r g e tｉを決定
する。
Ｌ t a r g e tｉ＝Ｔｓ×Ｖｏ（０）＋Ｌｃ×ｅｘｐ｛－Ｋ×Ｖｏ（０）｝＋Ｌｔ i-1＋ＣＬ i-1
　　……（７）
ＣＬ i-1 は（ｉ－１）番目の車両の車長である。
Ｌｔ i-1 は（ｉ－１）番目の車両が計算した目標車間距離である。
Ｌｔ i-1 とＣＬ i-1 は車群走行を行う後続の追従車両に車車間通信により伝達される。
【００５６】
以上の結果から、所定時間ｔ後の車間距離Ｌｉ（ｔ）と目標車間距離Ｌ t a r g e tｉとの車間
距離偏差ε t ＝Ｌｉ（ｔ）－Ｌ t a r g e tｉが０となるように、各追従車両の車両前後の加速
度を制御すればよいことになる。
従って、車間距離を修正するための前後加速度の修正量ΔＡｐは、
ΔＡｐ＝Ｋｐ×ε t　　　　　　　　　　  ……（８）
となる。
修正係数Ｋｐを１とすれば、運動力学的には常に所定時間ｔ後の車間距離偏差を０にする
ように前後加速度を修正していることになるが、安定性や追従性の調整にこの修正係数Ｋ
ｐの自由度を残して２／ｔ 2  の前後で調節してもよい。この修正量ΔＡｐは、目標車間距
離に対する偏差量を修正するためのものである。
【００５７】
次に、目標車両と、各追従車両間の相対速度の偏差を考慮した前後加速度の制御量の決定
方法を説明する。
所定時間ｔ後の目標車両とｉ番目の追従車両の車速偏差Ｖｔは、式（１），（３）より、
Ｖｔ＝Ｖｏ（ｔ）－Ｖｉ（ｔ）　　　　　  ……（９）
である。従って、この車速偏差Ｖｔを０に収束させるように各追従車両の前後加速度を修
正すればよいことになる。前後加速度の修正量ΔＡｄは、
ΔＡｄ＝Ｋｄ×Ｖｔ　　　　　　　　　　  ……（１０）
となる。
修正係数Ｋｄを１とすれば、運動力学的には常に所定時間ｔ後の車速偏差を０にするよう
に前後加速度を修正していることになるが、安定性や追従性の調整にこの修正係数Ｋｄの
自由度を残して１／ｔの前後で調節してもよい。
以上の結果から、車間距離偏差と車速偏差の両者を考慮した各追従車両の前後加速度の修
正量は、式（８）と（９）を加えたものであるから、
ΔＡ＝ΔＡｐ＋ΔＡｄ＝Ｋｐ×ε t＋Ｋｄ×Ｖｔ　……（１１）
となる。実際には、図３に示すように、（１１）式で求められた加速度の修正量を、各追
従車両の現在の加速度の値に加えていく積分制御を行う。
以上説明した制御アルゴリズムを基本として、複数の追従車両のエンジンのスロットル開
度、トランスミッションの制御、ブレーキの制御が行われ、車群走行制御が実現される。
【００５８】
次に図６と図７（ａ）を参照して、目標車両と自車両との車間距離のみならず、直前を走
行する直前の前走車両と自車両との車間距離を考慮した車群走行制御の制御アルゴリズム
を説明する。図７（ａ）は、このような車群の状態を示している。
図６において、自車両と直前を走行する前走車との車間に関連する制御ブロック以外は、
図３で説明したアルゴリズムと全て同一であるので当該部分の説明は省略する。目標車両
に追従する制御を行う制御ループ（フィードバックループ）に、直前の車両と自車両との
車間距離が予め定めた最小車間距離に近づくにつれてゲインが指数的に増加して車間距離
を指数的に増加させるように制御する制御ループ（フィードバックループ）を設けている
。
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図６に示す制御ブロックは、直前を走行する車両の位置データを車車間通信またはレーダ
にて検出し、直前の車両が車群走行制御の正常制御範囲から逸脱している場合に対応する
制御を可能とするものである。この目的のため、直前の前走車と自車両との車間距離をＤ
、予め定めた最小車間距離をＤｏ、調整係数をＫ Dとし、非線形の制御ゲインＧ（Ｄ）を
以下の如く算出する。
Ｇ（Ｄ）＝ｅｘｐ｛－Ｋ D  ×（Ｄ－Ｄｏ）｝　　……（１２）
ゲインＧ（Ｄ）は、図７（ｂ）に示される如く非線形な制御ゲインであり、実際の車間距
離Ｄが、予め定めた最小車間距離Ｄｏに近づくにつれて指数的に増加するように設定され
ている。すなわち、直前車との車間が所定値Ｄｏに近づくと車間距離を充分に拡げるよう
に追従車両を制御する。
このゲインを用いて、ゲイン修正係数をＫｐ’として、車両の前後加速度の修正量を以下
の如く算出する。
ΔＡ’＝（１－Ｇ（Ｄ））×ΔＡ－Ｋｐ’×Ｇ（Ｄ）　　……（１３）
ここで、（１－Ｇ（Ｄ））の値は、急激な減速を防止すべく、その値がマイナスになる場
合には０とするように予め設定しておく。ゲイン修正係数Ｋｐ’は１程度としてもよく、
調整係数Ｋ D  に合わせて例えば０．５程度や２程度としてもよい。
【００５９】
このような制御アルゴリズムを有する本実施形態においては、車群走行制御から一部の追
従車両が制御から大きく逸脱した場合においても、逸脱した車両に対応して後続車両が十
分な車間距離を拡げることができるので、一部の車両のトラブル時にも車群走行制御が中
断することがなくなる。
また、逸脱車両が正常な制御を回復した場合においては、Ｇ（Ｄ）は図７（ｂ）から明ら
かなように０に近い値となるため、自動的に後続の追従車両も正常な車間距離に回復する
ことができ、車群全体の車間距離には悪影響を及ぼさない。
なお、実際の実験においては、最小車間距離Ｄｏは２～３ｍ、調整係数Ｋ D  は１程度に設
定することにより、上記の効果が十分に得られることが確認できた。
【００６０】
次に、車群走行中の複数の追従車両が、目標車両から何番目（ｉ）を走行しているかを認
識する手法を説明する。
予め車群走行を行うことが判っている場合や、料金所等で車両を計数してその計数値を該
車両に伝達して走行順位（追従順位）を認識できる場合では、車群走行の事前に追従順位
ｉを設定することができる。
しかし、車群走行中における車両の割込みや、後方からの追従車両の追加及び前方からの
車両の追加にも対応するため、本発明においては、車車間通信により各車両が車群走行中
に追従順位を認識することができるようにしている。
この順位の認識方法には、２つの方法がある。
第１の手法は、車車間通信が、前後の車両のみにしか通信できないないような局所的な車
車間通信を採用している場合である。
この場合を図８を用いて説明する。
目標車両を先頭車両とした場合、目標車両は、ｉ＝０として直後に追従する車両に順位情
報を送信する。
後続の車両は、この信号を受信し、ｉに１を加えてｉ＝１とし、自車両が先頭から２番目
であることを認識するとともに、更に直後の追従車両に自車両の順位情報を送信する。
２番目の車両の送信信号を受信した車両は、ｉに１を加えてｉ＝２とし、自車両が３番目
であることを認識するとともに、更に直後の追従車両に自車両の順位情報を送信する。
このようにして、各車両は、追従順位を計数する手段と局所的な車車間通信により、自車
両が何番目であるかを次々と認識することができる。
なお、目標車両と先頭車両間で車車間通信ができず、目標車両が先頭車両と同一でない場
合には、先頭車両がｉ＝１としてその直後の追従車両に通信を行う。
【００６１】
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第２の手法は、車車間通信が局所的な通信ではなく、１台の車両から複数台の車両に情報
通信することができるブロードキャスティング的な車車間通信の場合である。この場合を
図９，図１０を用いて説明する。例えば、周波数分割方式により放送を行ってもよく、時
分割方式により放送を行ってもよい。
図１０（ａ）に示すように、ブロードキャスティング的な車車間通信においては、各車両
が、自己の位置、即ち磁気ネイルによる高速道路上における自車両の位置または走行始点
からの距離を車群走行を行う他の車両に向けて送信を行う。この多数の送信信号を受信し
た車両は、高速道路上における走行距離Ｌごとに受信したデータの並べ替えを行い、自車
両の追従順位を認識する。
また、自車両の位置（Ｘ，Ｙ）をお互いに送信し合う場合では、図１０（ｂ）に示すよう
に、各車両でその信号を受信して、車群を形成する他の車両の走行軌跡を他の車両の位置
（Ｘ，Ｙ）の変化から計算によって求めることにより、その進行方向から自車両の追従順
位を認識することができる。
ナビゲーション情報により各車両の位置（Ｘ，Ｙ）を２次元座標上にプロットして進行方
向からカウントして自車両の追従順位を認識してもよい。
【００６２】
以上説明した本実施形態の自動走行車によれば、速度計画に対する自車両の所定時間ｔ後
に予測される将来的な走行位置及び速度の速度計画に対する予測偏差に基づき車両の前後
加速度修正量を求めて、車速制御を行うので、走行経路Ｂに沿った車群走行を滑らかに行
うことができる。
また、追従車両側においては、更に、自車両と目標車両との車間距離と所定時間ｔ後の車
速偏差に基づいて車両の前後加速度修正量を求めて車速制御を行うので、前走車との適正
な車間距離を確実に維持しつつ走行経路Ｂに沿って滑らかに自動走行することができる。
【００６３】
また、先頭車両と追従車両とでシステム構成を同一としているため、ソフト（プログラム
）上の処理の僅かな違いで、先頭車両及び追従車両の両者についてそれぞれに適合した自
動走行を行うことができる。
従って、任意の車両が先頭車両となることも可能であるとともに、任意の車両が追従車両
となることもできる。
【００６４】
更に、目標車両を基準として各追従車両の制御を行うのみならず、各追従車両は、自己の
直前の車両との車間距離を常に監視し、一部の車両が車群走行制御から逸脱した場合にお
いても、自動的に車間距離を拡げることができるので、車群走行制御を中止する必要がな
くなる。
【００６５】
なお、上記実施形態では、磁気情報源Ｃを検出できない場合等を考慮して、車輪パルスセ
ンサ８、前後加速度センサ９、レーザレーダ１０を備えたが、これらを削除して、磁気情
報源Ｃの検出回数のみによって、車両の走行位置（走行距離）を把握し、また、その走行
位置を一階微分及び二階微分して車両の速度及び加速度を把握するようにしてもよい。
【００６６】
また、走行経路Ｂに設ける情報源は、磁気情報源Ｃに限定されるものではなく、例えば色
彩的または図形的なマークを走行経路Ｂに配列し、それを光学的に検出してもよい。そし
て、そのマークの間隔は５００ｍに限定されるものではない。
また、走行経路Ｂに情報源が設定されていなくとも、ＧＰＳ等のナビゲーションを利用し
て位置を計算して車群走行制御を行ってもよい。
【００６７】
また、本実施形態では、走行情報提供設備として漏洩同軸ケーブルＥを使用したが、セル
ラー方式の無線設備やビーコン等を使用してもよい。
上記実施形態は本発明の一例であり、本発明は上記実施形態に限定されない。
【００６８】
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【発明の効果】
本発明の車群走行制御システムによれば、従来の制御方式に見られた車間距離の発振現象
、即ち、局所的に車間距離が乱れる現象を防止することができる。
また、車群後尾付近の車両の制御性を向上させることができる。
【００６９】
また、本発明の車群走行制御システムによれば、他の車両が車群に割込みしたり、車群が
分断したり、結合したりした場合においても車群走行を継続することができる。
【００７０】
また、本発明の車群走行制御システムによれば、先頭車両と追従車両が入れ替わってもシ
ステム的には殆んど変更がなく、仮想的な目標車両を設定してこの仮想車両の運動情報を
追従車両に逐次通信することにより、車群走行を継続することができる。
【００７１】
また、本発明の車群走行制御システムによれば、追従順位を予め決定することを不要とす
ることができ、さらに車群走行中に他の車両が割り込んで車両の追従順位が入れ替わって
も、車群走行を継続することができる。
【００７２】
また、本発明の車群走行制御システムによれば、車群走行中の任意の車両が制御を逸脱し
た場合においても、車群走行自体を中止することなく、正規の位置に復帰してもなお車群
走行を継続することができる。
【００７３】
また、本発明の車群走行制御システムによれば、車長の異なるトラック、軽自動車等、普
通乗用車等の異種の車両を混合させて車群走行を行うことができる。
【００７４】
以上から、本発明によれば、自動走行用道路上で、車群走行を安定に行うことができ、特
に速度制御をスムーズに安定に行うことができる車群走行制御システムを提供することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の車群走行制御システムにおける自動走行車のシステム構成図
【図２】図１の自動走行車の磁気センシングを示す説明図
【図３】図１の自動走行車の車速制御を説明するブロック線図
【図４】自動走行車が車群（プラトーン）を形成した場合の目標車間距離と追従順位を説
明する簡易説明図
【図５】車群の先頭車両が、仮想的に目標車両を設定した場合の目標車間距離と追従順位
を説明する簡易説明図
【図６】追従車両における車速制御を説明するブロック線図
【図７】直前の前走車との車間距離に基づいて行う自車両の走行制御の簡易説明図
【図８】各車両が追従順位を認識する手法を説明する簡易説明図
【図９】各車両が追従順位を認識する手法を説明する簡易説明図
【図１０】各車両が追従順位を認識する手法を説明する簡易説明図
【符号の説明】
１…通信モジュール（通信手段、走行位置認識手段）、２…制御計画モジュール（速度計
画作成手段、予定値決定手段、予測値算出手段、偏差算出手段、前後加速度修正量算出手
段、前走車予測値算出手段、予測車間距離算出手段、車間速度差算出手段）、３…横方向
制御モジュール、４…車速制御モジュール（加減速制御手段）、６…磁気センサ（マーカ
検出センサ）、Ｂ…走行経路、Ｃ…経路マーカ（磁気情報源）、Ｅ…漏洩同軸ケーブル（
ＬＣＸケーブル、情報提供設備）。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】
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